別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　項：労政費　目：雇用促進費
	事業名:　中小企業魅力発見・マッチング支援事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　商工労働部　労働雇用課　雇用対策担当　電話番号：058-272-1111（内2315）

　　　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：15,961千円（前年度予算額：－）

	事業内容


	１　事業の内容


（1） 背景・目的

　県内の来春大学等卒業予定者の就職内定率は、10月１日現在で37.1％と前年同期に比べ1.5ポイント低下し、リーマン・ショックに端を発する世界同時不況の影響等により大きな落ち込みを見せた昨年に比べてもさらに深刻な状況となっており、このままでは、定職に就けないまま卒業した学生の社会的孤立を招くことが懸念される。

　一方、今年度当初に公表された全国の大卒求人における従業員規模別の求人倍率は、学生の大企業志向を反映し、従業員千人以上の企業の0.57倍に対し、千人未満の企業では2.16倍となっている。大企業が少数厳選採用を行っている今こそ、県内中小企業にとっては次代を担う優れた人材を確保する好機といえる。

　よって、中小企業の採用力改善を図るとともに、その魅力を学生等に向けて発信することにより、大企業志向の学生と採用ニーズのある中小企業のミスマッチを解消する。
（２）内容　

県内中小企業の職場としての魅力増進と人材確保の訴求力向上を図るとともに、その魅力を県内外の学生や親に発信し、マッチングを強化する

①中小企業魅力発見バスツアー
　新卒者と卒業１年前の学生を対象に県内中小企業の現場を視察することにより、中小企業の生の魅力を体感し、理解を深める。
②業界別・職種別企業交流会

　県内中小企業の経営者や先輩社員による自社の魅力や本音の紹介、面接では聞きにくい質疑応答を通じ、学生の業界や職種に対するイメージを鮮明にするとともに、中小企業で働く上での不安を解消し、やりがいを醸成する。
　③新卒者の親を対象にした就職セミナー事業
　学生を取り巻く意志決定の重要な影響者である保護者に対して、子供たちが中小企業で働くことの魅力を発信するセミナー、不安を解消する相談会を開催し、県内中小企業のイメージを刷新する。
④中小企業人材確保力向上指導事業

　優れた人材の確保にあたっては、経営戦略・経営指針の確立はもちろんのこと、新卒者採用に向けての社内体制の整備とともに、採用ノウハウを習得することが不可欠である。そのため、新卒採用を計画しながらも人材確保が難しい中小企業に対し、採用手法の改善や若者が魅力を感じる職場環境づくりなど総合的かつ戦略的な採用力強化に資する助言・指導を実施する。
〔助言・指導内容例〕
・採用ツールの整備、改善

　　　就職活動のための大きな情報源をウェブサイトが占める中、企業側も採用のための専用サイトを公開し、学生に対して自社の魅力や社内の雰囲気を常に発信していくことが重要。そのため、人材確保の観点でのウェブサイトの新設やリニューアルの助言・指導を行うとともに、会社説明会の実施やハローワークの活用法等について総合的にアドバイスを実施。
・職場環境の整備、改善
　　事業所内外の美化など職場環境の整備・改善は、人材確保の強化につながるのみでなく、製品やサービスの競争力、生産性の向上など業績向上に直結するテーマである。そのため、よりよい職場環境づくりに資する助言・指導を実施し、企業自らが継続的な整備、改善を行える体制づくりを目指す。
⑤中小企業魅力発信事業

　　上記④の指導事業に対するプロセス、結果や成果、経営者や先輩社員の声をウェブサイト上で発信することにより、県内中小企業のイメージアップを図る。

　　　　　　　
	２　所要経費


　委託費：15,961千円　
①中小企業魅力発見バスツアー　　　　　　　　2,392
　②業界別・職種別企業交流会　　　　　　　　　　992
　③新卒者の親を対象にした就職セミナー事業　　　447
　④中小企業人材確保力向上指導事業　　　　　　6,133
　⑤中小企業魅力発信事業　　　　　　　　　　　　648
　上記５事業に専従するスタッフの人件費　　　　5,349
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


	３　これまでの取組に対する評価


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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	事業費
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